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令和６年度瑞穂市水道事業会計決算審査意見 

 

１ 審査の対象 

 

令和６年度瑞穂市水道事業会計決算 

 

２ 審査の期間 

 

令和７年６月３０日から令和７年８月２５日まで 

ただし、貯蔵品の実地棚卸の立会いの手続は、令和７年３月３１日に実施した。 

 

３ 審査の方法 

 

審査に当たっては、決算書及び附属書類ともに諸帳簿との照合、計数の分析等のほか、

関係職員から説明を聴取し実施した。 

 

４ 審査の結果 

 

審査に付された決算書及び財務諸表は、前記の方法により審査した限りにおいて、い

ずれも地方公営企業関係法令に準拠して作成されたもので、経営成績及び財政状態が適

正に表示されているものと認められる。 

当年度の経営収支は、総収益544,876,254円に対し総費用514,908,729円で、差引き

29,967,525 円の純利益となった。前年度に比較すると 33,831,921 円（53.0％）減少し

ているが、これは主に水道事業費用である配水及び給水費が増加し、水道事業収益であ

る他会計補助金が減少したためである。 

当年度純利益に前年度繰越利益剰余金120,439,692円と建設改良積立金の使用による

その他の未処分利益剰余金変動額 35,215,878 円を含め、当年度未処分利益剰余金は

185,623,095円となった。 

なお、収益率、構成比率、財務比率等各項目については、計数を対比させ、分析・検

討を加えた結果、その数値はおおむね良好であるものと認められた。 
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５ 審査の意見 

 

（１） 経理面について 

当年度の水道料金に係る不納欠損の額は 166,285 円で、前年度に比較すると 59,333

円（26.3％）減少した。また、収入未済額の繰越調定額は1,069,827円で、前年度に比

較すると345,809円（47.8％）増加した。今後も安定した経営を行っていくため、引き

続き未収金の早期回収に努め、適切な債権の管理を行っていただきたい。 

 

（２） 業務面について 

有収率については 81.7％で、前年度に比較すると 0.7 ポイント減少した。有収率は、

「施設の稼動が収益につながっているか」を判断する指標であり、水道事業の経営に影

響を及ぼすこととなる。当市の目標値の 85.0％を 3.3 ポイント下回っていることから、

当市の目標値の達成に向けて、基幹・幹線管路の整備、耐震化の推進や、継続的に漏水

調査を行うことで有収率の向上に努め、水を安定供給できるよう尽力していただきたい。 

 

（３） 今後の水道事業経営について 

安全で安定した水をいつまでも供給するためには、継続的な漏水の監視や、水道施設

の計画的な更新と維持管理を行い、災害に備えた整備が必要である。 

しかし、令和５年度及び令和６年度では有収率が２年連続で減少している。理由を聞

くと漏水対策が追い付いていないとのことであった。水を安定供給するためには漏水対

策は重要であるため、当市の目標値85.0％を達成するべく、効率的かつ効果的に漏水対

策を行っていただきたい。 

今後、水源地内の設備の計画的な更新や重要給水施設管路の耐震化などで多額の費用

が必要となる。物価上昇などによる資材の高騰だけでなく、建設現場における人手不足

や公共工事における労務単価の上昇が今後も続くと予想されることから、より一層、効

率的な事業運営が求められてくる。今後も長期的な展望に立ち、持続的な健全経営を進

めていただきたい。 
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６ 事業の実績 

 

当年度の工事は、配水設備拡張工事が3件で事業費38,600,100円、配水設備改良工事

が13件で事業費251,175,100円であった。消火栓設置工事にあっては16か所（拡張5

か所、改良11か所）に投資されている。そして、重要給水施設管路の耐震化の施工実績

は、479ｍとなっている。 

当年度末における当市の給水人口は49,450人であり、行政区域内人口56,168人に対

する普及率は88.0％で、前年度に比較すると0.1ポイント増加した。 

当初予算における予定給水件数20,100件に対し、実績は20,139件で39件の増加、予

定年間有収水量5,073,000㎥に対し、5,042,787㎥で30,213㎥の減少となった。 

また、年間配水量は6,173,751㎥で、年間配水量に対する年間有収水量（有収率）は

81.7％となり、年間有収率は、前年度に比較すると0.7ポイントの減少となっている。 

 

業務実績については、次表のとおりである。 
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７ 予算執行状況 

 

当年度における予算執行結果は、別表１に示すとおりである。 

 

（１） 収益的収入及び支出について 

収益的収入の決算額594,737,570 円は、予算額592,073,000 円に対して100.5％の収

入となっている。決算額の収入構成比率は、営業収益が92.8％（551,667,815円）でそ

の大半を占めており、その他は、営業外収益が7.2％（43,069,755円）であった。 

次に、収益的支出の決算額544,751,131円は、予算額577,076,000円に対して94.4％

の執行率で、32,324,869 円の不用額が生じている。その要因は、営業費用 24,943,364

円などによるものであり、主な内訳は、修繕費8,634,791円、動力費6,367,991円であ

る。 

 

（２） 資本的収入及び支出について 

資本的収入の決算額87,029,500 円は、予算額106,459,000 円に対して81.7％の収入

となっており、前年度に比較すると19,397,827円（28.7％）増加している。その主な要

因は、加入金が8,635,000円減少したものの、負担金が28,032,827円増加したためであ

る。決算額の収入構成比率は、負担金69.9％ （60,849,500円）、加入金30.1％（26,180,000

円）と、当年度は負担金の構成比率が高い。 

次に、資本的支出の決算額352,831,473円及び翌年度繰越額9,350,000円は、予算額

362,665,000 円に対して 99.9％の執行率で、483,527 円の不用額が生じている。その要

因は、建設改良費などによるものであり、主な内訳は、工事請負費320,800円、量水器

購入費161,530円である。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額265,801,973円は、当年度分消費税

及び地方消費税資本的収支調整額、当年度分損益勘定留保資金及び建設改良積立金で補

填している。 
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８ 経営成績 

 

当年度における損益計算書の内容は、別表２に示すとおりである。 

 

経営成績は総収益544,876,254円に対して総費用514,908,729円で、差引き29,967,525

円の純利益となっており、 前年度に比較すると33,831,921円（53.0％）減少してい

る。その要因は、営業外収益が8,103,402円（15.8％）減少したのに対し、

営業収益が1,644,955円（0.3％）増加に留まり、営業外費用が1,352,944円

（20.6％）減少したのに対し、営業費用が28,726,418円（6.0％）増加したた

めである。 

当年度未処分利益剰余金は185,623,095円となっており、内訳は、当年度純利益

29,967,525円、前年度繰越利益剰余金120,439,692円及び建設改良積立金の使用によるそ

の他の未処分利益剰余金変動額35,215,878円である。 

 

（１） 収益について 

営業収益は 501,791,610 円で総収益の 92.1％を占めており、前年度に比較すると

1,644,955円（0.3％）増加している。その主な要因は、総収益の91.4％を占める給水収

益が1,614,930円（0.3％）増加したためである。 

 

なお、給水収益及び給水人口は、次表のとおりである。 

 

年 度 給水収益（円） 前年度比（％） 給水人口（人） 前年度比（％） 

令和６年度 497,910,410 100.3 49,450 100.0 

令和５年度 496,295,480 125.7 49,440 100.7 

令和４年度 394,731,680 79.3 49,100 101.2 

令和３年度 497,828,800 100.6 48,510 100.9 

令和２年度 495,020,250 103.2 48,090 100.6 

 

営業外収益は43,084,644円で総収益の7.9％に当たり、前年度に比較すると8,103,402

円（15.8％）減少している。その主な要因は、他会計補助金が9,938,297円（94.2％）

減少したためである。 

 

（２） 費用について 

営業費用は 509,687,933 円で総費用の 99.0％を占めており、前年度に比較すると

28,726,418円 （6.0％） 増加している。その主な要因は、配水及び給水費が19,172,294

円 （8.9％）、減価償却費が6,146,467円（2.6％）増加したためである。 
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営業外費用は 5,220,796 円で総費用の 1.0％を占めており、前年度に比較すると

1,352,944 円（20.6％）減少している。その要因は、支払利息及び企業債取扱諸費が

1,514,999円（24.3％）減少したためである。 

 

次に、最近５か年の水道事業の経済性を評定する収益率は、次表のとおりである。 

（単位：％） 

年  度 

区  分 
令和６年度 令和５年度 令和４年度 令和３年度 令和２年度 

総収益対総費用比率 105.8 113.1 111.5 120.9 114.3 

営業収益対営業費用比率 98.5 104.0 84.2 113.2 107.6 

 

総収益対総費用比率は、収益と費用の相対的な関連を示すもので、当年度は 105.8％

であり、前年度に比較すると7.3ポイント減少している。 

また、営業収益対営業費用比率は、業務活動によってもたらされた収益と、それに要

した費用とを対比して業務活動の能率を示すものであり、これによって経営活動の成果

が判断されるもので、当年度は98.5％であり、前年度に比較すると、5.5ポイント減少

している。 

 

   １㎥当たりの供給単価及び給水原価は、次表のとおりである。 

（単位：円） 

※ 供給単価 ＝ 給水収益÷有収水量 
※ 給水原価 ＝ (経常費用－受託工事費－附帯工事費－材料及び不用品売却原価－長期前受金 

           戻入)÷有収水量 

 

供給単価は、有収水量１㎥当たりにどれだけ収入を得ているかを表し、給水原価は、

有収水量１㎥当たりにどれだけ費用がかかっているかを表す。 

前年度に比較すると供給単価は0.1円増加、給水原価は5.02円増加したため、給水単

価と給水原価の差額は、4.92円縮小して4.78円となった。 

  

年  度 

区 分 
令和６年度 令和５年度 令和４年度 令和３年度 令和２年度 

供 給 単 価 98.74 98.64 78.42 97.92 97.79 

給 水 原 価 93.96 88.94 89.96 81.74 86.21 

差 額 4.78 9.70 △11.54 16.18 11.58 
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（３） 施設の利用状況について 

当事業における施設利用状況を示す指標は、次表のとおりである。 

なお、令和５年度の類似団体の値は、水道事業経営指標（総務省ウェブサイト）から

の引用であり、給水人口３万人以上５万人未満の自治体で、水源別区分がその他の団体

の平均値である。 

（単位：％） 

区  分 

年  度 
有 収 率 施設利用率 施設最大稼働率 負 荷 率 

令和６年度 81.7 68.9 81.6 84.4 

令和５年度 82.4 68.0 79.8 85.1 

令和４年度 83.2 67.5 77.1 87.6 

令和３年度 83.1 68.3 77.7 87.9 

令和２年度 83.7 67.5 76.6 88.1 

類似団体平均 

(令和５年度) 
82.3 59.0 70.5 83.6 

※ 有  収  率 ＝ 年間総有収水量÷年間総配水量×100 
  施 設 利 用 率 ＝ １日平均配水量÷１日配水能力(24,560㎥/日)×100 
  施設最大稼働率 ＝ １日最大配水量÷１日配水能力(24,560㎥/日)×100 
  負  荷  率 ＝ １日平均配水量÷１日最大配水量×100 

                      

有収率は、「施設の稼動状態がそのまま収益につながっているか」を示す業務指標であ

り、令和２年度以降の推移は、次表のとおりである。 
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有収率の値は高いほど良いとされており、当年度は、前年度に比較すると0.7ポイン

ト減少し、81.7％となった。 

施設利用率は、一日配水能力に対する一日平均配水量の割合を示すもので、施設の利

用状況を総合的に判断する上で重要な指標である。施設利用率は飽くまでも平均利用率

であるから、水道事業のように季節によって需要変動のある事業については、施設最大

稼働率、負荷率と併せて施設規模を見ることが大切である。 

当市における施設利用率は、前年度に比較すると0.9ポイント、施設最大稼働率では

1.8ポイント増加し、負荷率では、0.7ポイント減少している。 
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９ 財政状態 

 

当年度における貸借対照表の内容は、別表３に示すとおりである。 

 

（１） 資産について 

資産総額は7,658,607,335円で、前年度に比較すると10,177,049円（0.1％）増加し

ている。 

固定資産は 6,472,977,906 円で全資産の 84.5％を占めており、前年度に比較すると

40,715,455円（0.6％）増加している。その主な要因は、構築物が48,809,088円（1.0％）、

機械及び装置が2,828,043円（0.4％）とそれぞれ増加したためである。 

流動資産は 1,185,629,429 円で全資産の 15.5％を占めており、前年度に比較すると

30,538,406円（2.5％）減少している。その主な要因は、未収金が52,161,456円（49.5％）

増加したものの現金預金が82,241,731円（7.5％）減少したためである。 

 

（２） 負債について 

負債総額は1,320,474,064円で、前年度に比較すると43,590,476円（3.2％）減少し

ている。 

固定負債は 144,598,592 円で全負債の 10.9％を占めており、前年度に比較すると

50,391,906円（25.8％）減少している。その要因は、１年以内に償還期限の到来する建

設改良費等の財源に充てるために起こした企業債を、流動負債の部へ移行したためであ

る。 

流動負債は 181,652,797 円で、全負債の 13.8％を占めており、前年度に比較すると

30,131,363円（14.2％）減少している。その主な要因は、未払金が25,489,547円（18.2％）、

企業債が4,841,310円（8.8％）減少したためである。 

繰延収益は994,222,675円で、全負債の75.3％を占めており、前年度に比較すると

36,932,793円（3.9％）増加している。 

 

（３） 資本について 

資本総額は6,338,133,271円で、前年度に比較すると53,767,525円（0.9％）増加し

ている。 

資本金の総額は3,885,413,689円で、前年度に比較すると46,895,410円（1.2％）増

加しているが、その要因は、前年度未処分利益剰余金の自己資本金への組入46,895,410

円によるものである。 

剰余金の総額は2,452,719,582円で、前年度に比較すると6,872,115円（0.3％）増加

しており、その要因は、利益剰余金が16,927,885円（1.6％）減少したものの、資本剰

余金が23,800,000円（1.7％）増加したためである。 
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（４） 構成比率及び財務比率について 

当年度における水道事業会計の財務状態を分析すると、次表のとおりである。 

イ 構成比率                             （単位：％） 

       年  度 

区  分 
令和６年度 令和５年度 令和４年度 令和３年度 令和２年度 

固定資産構成比率 84.5 84.1 84.2 83.4 83.4 

自己資本構成比率 95.7 94.7 93.9 92.3 92.6 

※ 固定資産構成比率 ＝ 固定資産÷資産合計×100 
※ 自己資本構成比率 ＝ (資本金＋剰余金＋繰延収益)÷負債資本合計×100 

 

固定資産構成比率は、総資産に対する固定資産の占める割合を示すもので、この比率

が高いほど資産が固定化の傾向にあるとされる。前年度と比較すると、0.4 ポイント増

加している。 

また、自己資本構成比率は、総資本の中で自己資本が占める割合であり、この比率が

高いほど自己資本が資本として固定化することにより経営が安定化することになる。前

年度に比較すると1.0ポイント増加している。 

 

ロ 財務比率                             （単位：％） 

年  度 

区  分 
令和６年度 令和５年度 令和４年度 令和３年度 令和２年度 

固 定 長 期 適 合 率 

（固定資産対長期資本比率） 
86.6 86.5     86.7 86.5 85.4 

流  動  比  率 652.7 574.2 553.7 460.4 713.9 

酸 性 試 験 比 率 

（当座比率） 
648.3 570.3 549.5 458.0 709.5 

現  金  比  率 561.6 520.6 506.9 423.9 653.7 
※  固定長期適合率（固定資産対長期資本比率）＝ 固定資産÷(資本金＋剰余金＋固定負債＋繰延

収益)×100 
※ 流動比率 ＝ 流動資産÷流動負債×100 
※ 酸性試験比率(当座比率) ＝ (現金預金＋未収金)÷流動負債×100 
※ 現金比率 ＝ 現金預金÷流動負債×100 

 

固定長期適合率は、固定資産の調達が、自己資本と固定負債の範囲内で行われるべき

であるとの立場から、少なくとも100％以下であることが望ましく、範囲内である。 

流動比率は、流動負債に対する流動資産の比率で、短期債務に応ずべき流動資産の割

合を、酸性試験比率は、流動比率よりさらに厳しく支払能力をみる比率で、流動資産の

うち、現金預金及び現金化しうる未収金と短期債務の流動負債との割合を、現金比率は、

流動負債に対する現金預金の割合を示す比率である。 

流動比率は 200％、酸性試験比率は 100％、現金比率は 20％以上であれば良いとされ

ているが、いずれの比率からも短期債務の支払に十分な流動資産を有していると言える。 
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１０ キャッシュ･フロー計算書 

 

当市におけるキャッシュ･フロー計算書の概要は、次に示すとおりである。 

 

 （単位：円） 

業務活動によるキャッシュ・フロー 164,345,040 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 191,353,555 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 55,233,216 

資金増加額 △82,241,731 

資金期首残高 1,102,472,536 

資金期末残高 1,020,230,805 

 

当市では、業務活動によるキャッシュ・フローがプラス、投資活動によるキャッシュ・

フローがマイナス、財務活動によるキャッシュ・フローがマイナスであり、一般的にバ

ランスが良いとされる形になっている。 

流動負債の返済能力を示す指標に、業務活動によるキャッシュ・フロー対流動負債比

率がある。業務活動によるキャッシュ・フロー（164,345,040円）を流動負債（181,652,797

円）で除した割合で、当市では90.5％となる。その数値が大きいほど、支払能力が高い

ことを示す指標であり、前年度に比較すると31.8ポイントと大幅に減少しているものの、

財務比率による分析結果と同様、短期的な支払能力に問題はないものと言える。 
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決 算 資 料 

 

 

別表１  令和６年度 

瑞穂市水道事業会計予算・決算対照表 

 

別表２  令和６年度・令和５年度 

  瑞穂市水道事業会計比較損益計算書 

 

別表３  令和６年度・令和５年度 

  瑞穂市水道事業会計比較貸借対照表 
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　　区　　分
予 算 額 に 決 算 額 の

予 算 額 構成比 決 算 額 構成比 比べ決算額の 予 算 額 に

　科　　目
円 ％ 円 ％ 増 減 円 対する比率％

592,073,000 100.0 594,737,570 100.0 2,664,570 100.5

営 業 収 益 551,029,000 93.1 551,667,815 92.8 638,815 100.1

営業外収益 41,044,000 6.9 43,069,755 7.2 2,025,755 104.9

　　区　　分
予 算 額 に 決 算 額 の

予 算 額 構成比 決 算 額 構成比 比べ決算額の 予 算 額 に

　科　　目
円 ％ 円 ％ 増 減 円 対する比率％

106,459,000 100.0 87,029,500 100.0 △ 19,429,500 81.7

負 担 金 77,496,000 72.8 60,849,500 69.9 △ 16,646,500 78.5

加 入 金 28,963,000 27.2 26,180,000 30.1 △ 2,783,000 90.4

資 本 的 収 入

資 本 的 収 入

別表１

令 和 ６ 年 度 瑞 穂 市 水 道

収 益 的 収 入

水道事業収益
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　　区　　分
決 算 額 の

予 算 額 構成比 決 算 額 構成比 繰越額 不 用 額 予 算 額 に

　科　　目
円 ％ 円 ％ 円 円 対する比率％

577,076,000 100.0 544,751,131 100.0 0 32,324,869 94.4

営 業 費 用 552,889,000 95.8 527,945,636 96.9 0 24,943,364 95.5

営業外費用 21,187,000 3.7 16,805,495 3.1 0 4,381,505 79.3

予 備 費 3,000,000 0.5 0 0.0 0 3,000,000 0.0

区　　　　分
決 算 額 の

予 算 額 構成比 決 算 額 構成比
翌年度
繰越額

不 用 額 予 算 額 に

　科　　　　目
円 ％ 円 ％ 円 円 対する比率％

362,665,000 100.0 352,831,473 100.0 9,350,000 483,527 99.9

建設改良費 307,431,000 84.8   297,598,257 84.3 9,350,000 482,743 99.8

企 業 債
償 還 金

55,234,000 15.2   55,233,216 15.7 0 784 100.0

資 本 的 支 出

資 本 的 支 出

事 業 会 計 予 算 ・ 決 算 対 照 表

収 益 的 支 出

水道事業費用
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別表２

区　　分　 前年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 対比率

　勘　定　科　目 円 ％ 円 ％ 円 ％

501,791,610 92.1 500,146,655 90.7 1,644,955 0.3

給 水 収 益 497,910,410 91.4 496,295,480 90.0 1,614,930 0.3

負 担 金 3,408,100 0.6 3,435,475 0.6 △ 27,375 △ 0.8

そ の 他 の 営 業 収 益 473,100 0.1 415,700 0.1 57,400 13.8

43,084,644 7.9 51,188,046 9.3 △ 8,103,402 △ 15.8

受 取 利 息 及 び 配 当 金 792,431 0.1 19,849 0.0 772,582 3892.3

他 会 計 補 助 金 608,247 0.1 10,546,544 1.9 △ 9,938,297 △ 94.2

長 期 前 受 金 戻 入 41,108,747 7.6 40,040,457 7.3 1,068,290 2.7

雑 収 益 575,219 0.1 581,196 0.1 △ 5,977 △ 1.0

544,876,254 100.0 551,334,701 100.0 △ 6,458,447 △ 1.2

- - - - - -

544,876,254 - 551,334,701 - △ 6,458,447 △ 1.2合　　　　　計

営 業 外 収 益

計

当 年 度 純 損 失

営 業 収 益

令和５年度
比較増減

令和６年度

令 和 ６ 年 度
瑞 穂 市 水 道 事

令 和 ５ 年 度

収　　　　益　　　　の　　　　部
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区　　　分　 前年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 対比率

　勘　定　科　目 円 ％ 円 ％ 円 ％

509,687,933 99.0 480,961,515 98.6 28,726,418 6.0

原 水 及 び 浄 水 費 8,501,572 1.7 7,070,375 1.4 1,431,197 20.2

配 水 及 び 給 水 費 235,497,501 45.7 216,325,207 44.4 19,172,294 8.9

総 係 費 13,209,220 2.6 11,354,146 2.3 1,855,074 16.3

減 価 償 却 費 239,468,610 46.5 233,322,143 47.9 6,146,467 2.6

資 産 減 耗 費 13,011,030 2.5 12,889,644 2.6 121,386 0.9

5,220,796 1.0 6,573,740 1.4 △ 1,352,944 △ 20.6

支 払 利 息
及び企業債取扱諸費

4,711,554 0.9 6,226,553 1.3 △ 1,514,999 △ 24.3

雑 支 出 509,242 0.1 347,187 0.1 162,055 46.7

514,908,729 100.0 487,535,255 100.0 27,373,474 5.6

29,967,525 - 63,799,446 - △ 33,831,921 △ 53.0

120,439,692 - 56,640,246 - 63,799,446 112.6

35,215,878 - 46,895,410 - △ 11,679,532 △ 24.9

185,623,095 - 167,335,102 - 18,287,993 10.9

前年度繰越利益剰余金

そ の 他 の 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

当年度未処分利益剰余金

営 業 外 費 用

　計

当 年 度 純 利 益

令和６年度 令和５年度

営 業 費 用

比較増減

業 会 計 比 較 損 益 計 算 書

費　　　　用　　　　の　　　　部
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別表３

前年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 対比率

円 ％ 円 ％ 円 ％

　固　定　資　産 6,472,977,906 84.5 6,432,262,451 84.1 40,715,455 0.6

　　有 形 固 定 資 産 6,469,746,131 84.5 6,428,888,838 84.1 40,857,293 0.6

土 地 360,270,829 4.7 360,270,829 4.8 0 0.0

立 木 1,115,000 0.0 1,115,000 0.0 0 0.0

建 物 248,139,314 3.2 256,284,935 3.4 △ 8,145,621 △ 3.2

構 築 物 5,144,450,375 67.2 5,095,641,287 66.6 48,809,088 1.0

機 械 及 び 装 置 693,217,971 9.1 690,389,928 9.0 2,828,043 0.4

車 両 運 搬 具 93,891 0.0 93,891 0.0 0 0.0

工 具 、 器 具 及 び 備 品 3,158,751 0.0 792,968 0.0 2,365,783 298.3

建 設 仮 勘 定 19,300,000 0.3 24,300,000 0.3 △ 5,000,000 △ 20.6

3,231,775 0.0 3,373,613 0.0 △ 141,838 △ 4.2

施 設 利 用 権 3,003,375 0.0 3,145,213 0.0 △ 141,838 △ 4.5

電 話 加 入 権 228,400 0.0 228,400 0.0 0 0.0

　流　動　資　産 1,185,629,429 15.5 1,216,167,835 15.9 △ 30,538,406 △ 2.5

現 金 預 金 1,020,230,805 13.3 1,102,472,536 14.4 △ 82,241,731 △ 7.5

未 収 金 157,448,185 2.1 105,286,729 1.4 52,161,456 49.5

貸 倒 引 当 金 △ 435,473 0.0 △ 301,758 0.0 △ 133,715 44.3

貯 蔵 品 8,385,912 0.1 8,710,328 0.1 △ 324,416 △ 3.7

7,658,607,335 100.0 7,648,430,286 100.0 10,177,049 0.1

令 和 ６ 年 度
瑞 穂 市 水 道 事

令 和 ５ 年 度

資　産　の　部

　　無 形 固 定 資 産

合        計

　　　　　　　　　　　　　　　区　　　　分

　勘　定　科　目

令和６年度 令和５年度
比較増減
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前年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 対比率

円 ％ 円 ％ 円 ％

 固　定　負　債 144,598,592 1.9 194,990,498 2.5 △ 50,391,906 △ 25.8

　　　企　　業　　債 127,098,592 1.7 177,490,498 2.3 △ 50,391,906 △ 28.4

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

127,098,592 1.7 177,490,498 2.3 △ 50,391,906 △ 28.4

　　　引　　当　　金 17,500,000 0.2 17,500,000 0.2 0 0.0

　　　   その他引当金 17,500,000 0.2 17,500,000 0.2 0 0.0

 流　動　負　債 181,652,797 2.4 211,784,160 2.8 △ 30,131,363 △ 14.2

　　　企　　業　　債 50,391,906 0.6 55,233,216 0.7 △ 4,841,310 △ 8.8

　　　未　　払　　金 114,575,130 1.5 140,064,677 1.8 △ 25,489,547 △ 18.2

　　　引　　当　　金 4,606,000 0.1 4,417,000 0.1 189,000 4.3

　　　その他流動負債 12,079,761 0.2 12,069,267 0.2 10,494 0.1

 繰　延　収　益 994,222,675 13.0 957,289,882 12.5 36,932,793 3.9

　　　長　期　前　受　金 994,222,675 13.0 957,289,882 12.5 36,932,793 3.9

負　債　合　計 1,320,474,064 17.3 1,364,064,540 17.8 △ 43,590,476 △ 3.2

 資　　本　　金 3,885,413,689 50.7 3,838,518,279 50.2 46,895,410 1.2

　　　資　　本　　金 3,885,413,689 50.7 3,838,518,279 50.2 46,895,410 1.2

 剰　　余　　金 2,452,719,582 32.0 2,445,847,467 32.0 6,872,115 0.3

　　　資　本　剰　余　金 1,420,414,635 18.5 1,396,614,635 18.3 23,800,000 1.7

そ の 他 資 本 剰 余 金 1,420,414,635 18.5 1,396,614,635 18.3 23,800,000 1.7

　　　利　益　剰　余　金 1,032,304,947 13.5 1,049,232,832 13.7 △ 16,927,885 △ 1.6

減 債 積 立 金 145,000,000 1.9 145,000,000 1.9 0 0.0

建 設 改 良 積 立 金 701,681,852 9.2 736,897,730 9.6 △ 35,215,878 △ 4.8

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 185,623,095 2.4 167,335,102 2.2 18,287,993 10.9

資　本　合　計 6,338,133,271 82.7 6,284,365,746 82.2 53,767,525 0.9

7,658,607,335 100.0 7,648,430,286 100.0 10,177,049 0.1合        計

事 業 会 計 比 較 貸 借 対 照 表

負　債　・　資　本　の　部
令和５年度

比較増減
　　　　　　　　　　　　　　　区　　　　分

　勘　定　科　目

令和６年度
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